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自主防災組織の充実・強化に向けた

出 前 講 座

奈良会場

１．自主防災組織の沿革
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１９９５年阪神・淡路大震災○Ｍ７．３○死者・行方不明者６，４３４人
２００４年新潟県中越地震○Ｍ６．８○死者６７人 １９２３年 関東大震災○Ｍ７．９○死者・行方不明者１４２，８０７人 首都直下地震（被害想定）○地震の規模 Ｍ７クラス○死者 約１１，０００人○発生確率 今後３０年間で７０％

東南海・南海地震（被害想定）○地震の規模 東南海Ｍ８．１前後、南海Ｍ８．４前後○死者 約１８，０００人○発生確率 東南海６０～７０％、南海５０％
東海地震（被害想定）○地震の規模 Ｍ８．０程度○死者 約９，２００人○発生確率 今後３０年間で８７％

地震列島・日本
焼け残った二箇所 神田和泉町住民によるバケツリレー

神田和泉町神田和泉町神田和泉町神田和泉町・・・・平河町平河町平河町平河町ではではではでは全全全全くくくく消消消消防隊防隊防隊防隊のののの援助援助援助援助をををを得得得得ずにずにずにずに防御防御防御防御にににに成功成功成功成功ししししたたたた。。。。ここではここではここではここでは、、、、住民住民住民住民によるによるによるによる破壊消破壊消破壊消破壊消防防防防ややややバケツバケツバケツバケツ類類類類のののの手送手送手送手送りによるりによるりによるりによる注水注水注水注水とととと、、、、町内町内町内町内ののののポンプポンプポンプポンプ会社会社会社会社にあったにあったにあったにあった納納納納品前品前品前品前のののの動力動力動力動力ポンプポンプポンプポンプがががが利用利用利用利用されされされされ、、、、下下下下水水水水にににに水利水利水利水利をををを得得得得てててて活躍活躍活躍活躍したしたしたした。。。。
○○○○ 震災時震災時震災時震災時にににに周囲周囲周囲周囲をををを全全全全てててて焼焼焼焼かれながらかれながらかれながらかれながら防火活動防火活動防火活動防火活動のののの結果結果結果結果かろうじてかろうじてかろうじてかろうじて消失消失消失消失をををを震災時震災時震災時震災時にににに周囲周囲周囲周囲をををを全全全全てててて焼焼焼焼かれながらかれながらかれながらかれながら防火活動防火活動防火活動防火活動のののの結果結果結果結果かろうじてかろうじてかろうじてかろうじて消失消失消失消失をををを免免免免れてれてれてれて焼焼焼焼けけけけ残残残残ったのはったのはったのはったのは、、、、免免免免れてれてれてれて焼焼焼焼けけけけ残残残残ったのはったのはったのはったのは、、、、浅草伝法院観音堂浅草伝法院観音堂浅草伝法院観音堂浅草伝法院観音堂とととと神田和泉町神田和泉町神田和泉町神田和泉町・・・・平河町平河町平河町平河町のののの二二二二箇所箇所箇所箇所関東大震災における自主防災組織の活動
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平成１５年防災白書
阪神・淡路大震災における住民の防災活動

約約約約８８８８割割割割
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２．自主防災組織
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大規模災害時大規模災害時大規模災害時大規模災害時にはにはにはには、、、、公的機公的機公的機公的機関関関関（（（（公助公助公助公助））））のみののみののみののみの対応対応対応対応ではではではでは限界限界限界限界。。。。地域住民地域住民地域住民地域住民によるによるによるによる防災防災防災防災活動活動活動活動ががががカギカギカギカギ！！！！ 初期消火初期消火初期消火初期消火、、、、被災者被災者被災者被災者のののの救出救出救出救出・・・・救護救護救護救護、、、、避難等避難等避難等避難等のののの防災活動防災活動防災活動防災活動がががが重要重要重要重要！！！！自助自助自助自助とととと共助共助共助共助がががが重要重要重要重要自助自助自助自助とととと共助共助共助共助がががが重要重要重要重要自助自助自助自助自助自助自助自助：：：：自自自自らのらのらのらの命命命命はははは自自自自らでらでらでらで守守守守るるるる共助共助共助共助共助共助共助共助：：：：互互互互いにいにいにいに協力協力協力協力しししし合合合合いながらいながらいながらいながら、、、、防災活動防災活動防災活動防災活動にににに組織的組織的組織的組織的にににに取取取取りりりり組組組組むむむむ自主防災組織自主防災組織「住民の隣保共同の精神に基づく自発的な組織」（災害対策基本法第5条第2項）
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※活動カバー率は、自主防災組織が活動エリアとしている「管内世帯数」に占める「組織されている地域の世帯数」の割合（％）である。 （消防庁：「地方防災行政の現況」による）
地域住民が「自分たちの地域は自分たちで守る」という意識に基づき自主的に結成する防災組織全国の組織数１２７，８２４、活動カバー率６９．９％（平成１９年４月１日現在）地域住民が「自分たちの地域は自分たちで守る」という意識に基づき自主的に結成する防災組織全国の組織数１２７，８２４、活動カバー率６９．９％（平成１９年４月１日現在）70,639 75,759 81,309 87,513 92,452 96,875 100,594104,539 109,016 112,052 115,814 120,299 127,824 43.8% 47.9% 50.5% 53.3% 54.3% 56.1% 57.9% 59.7% 61.3% 62.5% 64.5% 66.9% 69.9% 0%20%40%60%80%100%0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 自主防災組織等の推移（各年４月１日現在） 組織数（団体）活動カバー率（全国）自主防災組織の推移
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平常時・ 防災知識の普及・ 地域の災害危険箇所の把握・ 防災訓練の実施・ 火気使用設備器具等の点検・ 防災資機材の備蓄と整理･点検災害発生時・ 災害情報の収集、住民への迅速な伝達・ 出火防止と初期消火・ 避難誘導・ 被災住民の救出･救護・ 給食・給水
自主防災組織の活動
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地域防災力を向上させる地域安心安全ステーション地域地域地域地域のののの防災力防災力防災力防災力はははは、、、、消防団消防団消防団消防団、、、、自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織、、、、婦人防火婦人防火婦人防火婦人防火クラブクラブクラブクラブ等等等等がががが中心中心中心中心になってになってになってになって担担担担っているがっているがっているがっているが、、、、特特特特にににに自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織はははは核核核核となるとなるとなるとなる組織組織組織組織としてとしてとしてとして育成育成育成育成にににに努努努努めてきたがめてきたがめてきたがめてきたが、、、、活動活動活動活動にあたってのにあたってのにあたってのにあたっての課題課題課題課題のののの克服克服克服克服やややや大規模大規模大規模大規模災害災害災害災害へのへのへのへの対応対応対応対応などでよりなどでよりなどでよりなどでより広域広域広域広域なななな地域地域地域地域でのでのでのでの活動活動活動活動がががが求求求求められているめられているめられているめられている。。。。○ 会議や訓練の準備活動に使う活動拠点の不足○ 高齢化や昼間の活動要員の不足○ 活動に対する住民の意識不足○ リーダーの不足○ 活動のマンネリ化○ 活動費や資機材の不足○ 避難計画の策定（誘導や避難所の運営など）○ 総合的・広域的な防災訓練の実施○ 情報を交換し交流できる場が必要
自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織のののの課題課題課題課題広域的広域的広域的広域的なななな活動活動活動活動そのそのそのその他他他他 小学校区単位などで自主防災組織が連携することにより、課題の解消や、大規模災害発災時の対応が可能に自主防災組織の連携を核にした活動の広域化により地域防災力が向上＝地域安心安全ステーションによる取り組みが必要

自主防の９割が町内会単位と比較的小規模な単位（メリットでもありデメリットでもある）で構成されていることも要因 ・小規模なため、被災状況の的確な情報発信が困難で、救援が遅れる可能性・発災時において、より困難な救出現場への人員投入等の調整は困難・発災時の避難所生活においては、地域コミュニティの維持の観点から住民が運営に携わることが必要だが広域での調整がなければ困難
自主防単独自主防単独自主防単独自主防単独ではではではでは・・・・・・・・自主防単独自主防単独自主防単独自主防単独ではではではでは・・・・・・・・
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自主防災組織の連絡協議会
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自主防災組織間の連携を高め、近隣の自主防災組織が一体となって地域防災力の向上に取り組んでいくための第一歩として、各市町村の地区レベルで連絡協議会、さらに、地区レベルでの連絡協議会をとりまとめる市町村レベルでの連絡協議会、都道府県レベルでの連絡協議会の結成
○自主防災組織間の連携の効果・近隣の自主防災組織と相互の応援協力体制の確立・自主防災組織間における情報・人的交流・防災まちづくりの共同実施等・各自主防災組織の長所、短所を補い格差解消等の効果

連絡協議会が設置されている府県（群馬県、静岡県、大阪府、和歌山県、岡山県、鹿児島県）
３．消防庁としての支援
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自主防災組織の育成、活性化のための施策①○「自主防災組織の手引」の作成○「自主防災組織の手引」の作成１１１１））））自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織のためののためののためののための手引手引手引手引、、、、教本教本教本教本１１１１））））自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織のためののためののためののための手引手引手引手引、、、、教本教本教本教本自主防災組織の結成、活動の充実のため、①自主防災組織の重要性、②自主防災組織の整備方策（結成方策、組織編成、規約例等）③自主防災組織の災害種別毎の活動内容、④自主防災組織、消防団等の連携方策等、⑤優良活動事例等を収録。
自主防災組織の手引（平成１９年３月）（http://www.fdma.go.jp/html/life/jisyubousa

i/hp/pdf/tebiki_0703.pdf）
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自主防災組織の育成、活性化のための施策②○自主防災組織育成コース（消防大学校）○ｅカレッジ 防災・危機管理（消防庁ＨＰ）○自主防災組織育成コース（消防大学校）○ｅカレッジ 防災・危機管理（消防庁ＨＰ）２２２２））））自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織にににに関関関関するするするする教育訓練教育訓練教育訓練教育訓練２２２２））））自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織にににに関関関関するするするする教育訓練教育訓練教育訓練教育訓練
○広報番組の制作○広報番組の制作３３３３））））自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織にににに関関関関するするするする広報広報広報広報３３３３））））自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織にににに関関関関するするするする広報広報広報広報
自治体の自主防災担当者を対象として、①自主防災組織の育成、活動事例、②図上訓練の実施、③課題研究等の教育訓練を実施。一般から公務員までを対象として、①自然災害の基礎知識、②災害への備え、③いざという時役立つ知識、④地域防災の実践など防災について対象者に合わせて体系的に学習できる 教育用ＷＥＢコンテンツを消防庁ＨＰにて提供。広報番組を制作し、阪神・淡路大震災の発生日前後に国民への自主防災組織の重要性などを広報。
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自主防災組織の育成、活性化のための施策③
地域の安心安全の拠点となる「地域安心安全ステーション」を拠点とした、自主防災組織、消防団等との連携の確保。地域の安心安全の拠点となる「地域安心安全ステーション」を拠点とした、自主防災組織、消防団等との連携の確保。５５５５））））地域安心安全地域安心安全地域安心安全地域安心安全ステーションステーションステーションステーション５５５５））））地域安心安全地域安心安全地域安心安全地域安心安全ステーションステーションステーションステーション○防災まちづくり大賞○防災まちづくり大賞４４４４））））自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織のののの活性化活性化活性化活性化４４４４））））自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織のののの活性化活性化活性化活性化
自主防災組織 ○ 近隣の自主防災組織○ 消防団○ 学校○ 社会福祉協議会 等 ○ 災害ボランティア 等○ 医療機関○ 企業（事業所）○ 婦人（女性）防火クラブ連携○ 人材が増え、また保有資機材等も豊富になる。○ 活動の範囲が広がり、広域的に事業を実施することができる。○ 活動の種類やメニューが増え、活発な活動を継続して実施することが可能となる。○ 様々な機会を通じた地域住民へのPRが可能となる。連携によるメリット連携によるメリット
自主防災組織等の優良な活動事例について表彰。また、防災まちづくり表彰団体の活動事例集を作成し、自治体に配布。
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１．施策の概要将来の地域防災の担い手・消防団員等となる児童・生徒や地域住民に対して、防災や消防活動の重要性に関する知識・技術を習得する機会を増やすため、必要な教材（DVD）の作成をはじめ、市町村が行う地域防災スクールの取組を支援（消防職団員が学校における防災教育を支援していくことを想定）していくこととしている（平成21年度予算要求事項）。【教材（ＤＶＤ）の主な内容（予定）】①災害の概要②消防防災の体制③実技④指導者用の指導、実技のポイント
地域防災スクールについて
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総務省消防庁
Fire and Disaster Management 

Agency
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